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（地域包括支援センター） 

第百十五条の四十六 地域包括支援センターは、前条第一項第二号から第五号までに掲げる事

業（以下「包括的支援事業」という。）その他厚生労働省令で定める事業を実施し、地域住

民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療

の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設とする。 

２ 市町村は、地域包括支援センターを設置することができる。 

３ 次条第一項の委託を受けた者は、包括的支援事業その他第一項の厚生労働省令で定める事

業を実施するため、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定め

る事項を市町村長に届け出て、地域包括支援センターを設置することができる。 

４ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業を実施するために必要なものとして市

町村の条例で定める基準を遵守しなければならない。 

５ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、地域包括支援センターの職員に係る基準及び

当該職員の員数については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項

については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

６ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業の効果的な実施のために、介護サービ

ス事業者、医療機関、民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、高

齢者の日常生活の支援に関する活動に携わるボランティアその他の関係者との連携に努め

なければならない。 

７ 地域包括支援センターの設置者（設置者が法人である場合にあっては、その役員）若しく

はその職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、その業務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 

８ 第六十九条の十四の規定は、地域包括支援センターについて準用する。この場合において、

同条の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

９ 前各項に規定するもののほか、地域包括支援センターに関し必要な事項は、政令で定める。 


